
　８月１日に国民健康保険被保険者証の更新を行います。現在お持ちの被保険者証は７月31日で有効期限が切れますの
で、有効期限が切れた被保険者証は住所や氏名がわからないよう裁断するなどして処分していただくか、住民環境課に返
却してください。
　また、既に他の医療保険に加入している場合は、国民健康保険（国保）の離脱の届け出をしていただく必要があります。
この届け出がないと、国民健康保険税と他の医療保険料が二重で請求されてしまいます。他の医療保険加入中に国保の保
険証を使って診療を受けると、国保が負担した医療費をお返しいただき、加入中の保険にご自身で請求していただくこと
となります。

国保を離脱される場合は次のものをお持ちいただき、手続きをしてください。
①　職場などで新しく加入した健康保険の被保険者証
②　養老町国民健康保険被保険者証
③　個人番号のわかるもの（マイナンバーカードまたは個人番号通知カード）
④　本人確認書類（マイナンバーカードがない場合）

　なお、更新された被保険者証は７月下旬頃に対象者の世帯に簡易書留にて郵送する予定ですので、旧被保険者証と差し
替え忘れることのないよう、お気を付けください。
注意事項
※国民健康保険の被保険者で、８月２日以降に70歳に到達する人は有効期限が誕生月の月末まで（１日生まれの場合は誕
生月の前月末まで）となっています。有効期限以降の保険証につきましては誕生月の20日前後に簡易書留にて郵送しま
す。
※マイナンバーカードを健康保険証として利用申し込みをした場合も、従来の保険証を引き続き利用することができます
が、令和６年12月２日以降、保険証は発行されなくなります（有効期限が令和７年７月31日までの保険証は期限まで使
用可能です）ので、マイナ保険証（保険証の利用登録をしたマイナンバーカード）を利用してください。
　　マイナ保険証を使用すると、限度額適用認定証などがなくても高額療養費制度における限度額を超える支払いが免除
されるなどのメリットがあります。

国民健康保険被保険者証の更新に関するお知らせ定額減税調整給付金および新たに住民税非課税となる世帯などへの給付金について

　前年中の所得金額や今年度の国民健康保険税率などを基に、国民健康保険税の年税額を決定しました。納税通知書は７
月８日（月）の発送を予定しています。税率や計算方法については納税通知書をご確認ください。

○普通徴収（納付書または口座振替）の人：仮徴収額（１・２期）については５月に通知済です。
○特別徴収（年金天引き）の人：仮徴収額（４・６・８月年金分）については４月に通知済です。
※年税額から仮徴収額を差し引いた結果、納め過ぎとなった人には還付について別途通知します。

※注意事項
　発送日以降、順次郵送されますが、お住まいの地域や郵便事情により、お手元に届くまでに日数がかかる場合がありま
す。課税について心当たりがある人で、16日頃までに納税通知書が届かない場合は税務課までお問い合わせください。
（納税通知書の送達については、納税義務者本人が実際に受け取っていない状況であっても、法律上の規定により届いて
いるとみなす場合があります。［地方税法第20条第４項］）

国民健康保険税の納税通知書発送について

年税額　－　仮徴収額　＝　差引徴収額（今後の納付額）

■問 住民環境課　☎32-1104

■問 税務課　☎32-1103

①定額減税調整給付金
給付金概要
　デフレ完全脱却のための総合経済対策に基づき、新たな経済に向けた「給付金・定額減税一体措置」が講じられ、定額減
税が実施されることとなりましたが、定額減税しきれないと見込まれる人に対して差額を調整し、給付します。
対象者など
　令和６年１月１日時点で養老町に居住し、納税義務者および配偶者を含めた扶養親族に基づき算定される定額減税可能
額が、令和６年分推計所得税額（令和５年分所得税額）または令和６年度個人住民税所得割額を上回る（減税しきれない）人
が対象です。ただし、納税義務者本人の合計所得金額が1,805万円以下である場合に限ります。
給付額
　納税義務者本人および扶養親族数(控除対象配偶者および16歳未満の扶養親族を含む)に基づき算定される定額減税可能
額が、令和６年分推計所得税額または令和６年度分個人住民税所得割額を上回る場合に、上回る額を１万円単位に切り上
げて算定した額を給付します。
算定方法
（１）所得税分

定額減税可能額　３万円×（本人＋扶養親族数（国外居住者を除く））　－　令和６年分推計所得税額
＝　ア　所得税分控除不足額（ア＜０の場合は０）

（２）個人住民税分
定額減税可能額　１万円×（本人＋扶養親族数（国外居住者を除く））　－　令和６年度分個人住民税額
＝　イ　個人住民税分控除不足額（イ＜０の場合は０）

養老町定額減税調整給付金額　＝　ア　＋　イ（１万円単位で切り上げ）

②令和６年度の住民税が新たに非課税となった世帯および均等割のみ課税となった世帯への給付金
給付金概要
　エネルギーや食料品などの物価高騰の影響を受けた世帯を支援するため、令和６年度新たに住民税非課税となった世帯
および均等割のみ課税となった世帯を対象に１世帯当たり10万円の給付金を支給します。さらに対象世帯のうち18歳以下
の子育て世帯に対し、児童１人当たり５万円（子育て世帯加算分）を支給します。
対象世帯
（１）令和６年度の住民税が新たに非課税となった世帯

　令和６年６月３日（基準日）時点で養老町に住民登録があり、令和６年度住民税について新たに非課税となった者の
みで構成されている世帯

（２）令和６年度の住民税が新たに均等割のみ課税となった世帯
　令和６年６月３日（基準日）時点で養老町に住民登録があり、令和６年度住民税について新たに「均等割のみ課税者」
または「均等割のみ課税者および非課税者」のみで構成されている世帯

（３）上記（１）または（２）に該当する世帯のうち、18歳以下の子ども（18歳に達する日以降最初の３月31日までの子ども）
を扶養している世帯（以下に該当する世帯）
ア　令和６年６月３日（基準日）時点において同一世帯となっている18歳以下の子ども（18歳に達する日以降最初の３
月31日までの子ども）

イ　令和６年６月４日（基準日翌日）以降に生まれた新生児
ウ　令和６年６月３日（基準日）時点において別世帯だが扶養している18歳以下の子ども（18歳に達する日以降最初の
３月31日までの子ども）

　※注意事項
下記世帯は今回の給付金の対象とはなりませんのでご注意ください。
・令和５年度に養老町または他市町村で住民税非課税世帯への給付金（７万円）および住民税均等割のみ課税世帯への給付金（10万円）
の支給対象であった世帯または当該世帯の世帯主を含む世帯（未申請の世帯や受給を辞退した世帯も含みます）
・令和６年度住民税が課税されている他の親族など（親・子・配偶者など）の扶養を受けている人のみで構成される世帯
・租税条約による住民税の免除を受けている人を含む世帯
・日本国外で生活していた者で、令和６年１月２日以降初めて住民基本台帳に記載された者のみで構成される世帯
・既に他の市区町村で本給付金と同様の給付金を受給した世帯または当該世帯の世帯主を含む世帯

給付額
（１）令和６年度の住民税が新たに非課税となった世帯　　　　　10万円
（２）令和６年度の住民税が新たに均等割のみ課税となった世帯　10万円
（３）上記（１）または（２）に該当する世帯のうち18歳以下の子ども（18歳に達する日以降最初の３月31日までの子ども）を

扶養している世帯（以下に該当する世帯）　　　　１人につき５万円

上記①、②の受給にかかる手続方法など
　７月上旬より順次、対象世帯へ「支給確認書」を送付しますので、必要事項を記入のうえ提出をお願いします。提出書類
を確認後、支給します。
申請期限
　詳細が決まりましたら、ホームページでお知らせします。

■問■申 健康福祉課　☎32-1105
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